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「新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～」 （平成22年６月18日閣議決定）
全体構成（赤字は住宅関連箇所）

第１章 新成長戦略－「強い経済」「強い財政」「強い社会保障」の実現

第２章 新たな成長戦略の基本方針－経済・財政・社会保障の一体的建て直し－
日本経済の成長力と政策対応の基本的考え方
マクロ経済運営を中心とする経済財政運営の基本方針
「新成長戦略」のマクロ経済目標
政策の優先順位の判断基準

第３章 ７つの戦略分野の基本方針と目標とする成果
強みを活かす成長分野
（１）グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略

（グリーン・イノベーションによる成長とそれを支える資源確保の推進）
（快適性・生活の質の向上によるライフスタイルの変革）

（２）ライフ・イノベーションによる健康大国戦略
（バリアフリー住宅の供給促進）

フロンティアの開拓による成長
（３）アジア経済戦略 ～「架け橋国家」として成長する国・日本～
（４）観光立国・地域活性化戦略
～観光立国の推進～
～地域資源の活用による地方都市の再生、成長の牽引役としての大都市の再生～
～農林水産分野の成長産業化～
～ストック重視の住宅政策への転換～

（住宅投資の活性化）
（中古住宅の流通市場、リフォーム市場等の環境整備）
（住宅・建築物の耐震改修の促進）

成長を支えるプラットフォーム
（５）科学・技術・情報通信立国戦略
～「知恵」と「人材」のあふれる国・日本～
～ＩＴ立国・日本～
（６）雇用・人材戦略
～「出番」と「居場所」のある国・日本～
～子どもの笑顔あふれる国・日本～
（７）金融戦略

《21世紀日本の復活に向けた21の国家戦略プロジェクト》

Ⅰ．グリーン・イノベーションにおける国家戦略プロジェクト
（１．「固定価格買取制度」の導入等による再生可能エネルギー・急拡大）
（２．「環境未来都市」構想）
（３．森林・林業再生プラン）

Ⅱ．ライフ・イノベーションにおける国家戦略プロジェクト
（４．医療の実用化促進のための医療機関の選定制度等）
（５．国際医療交流（外国人患者の受入れ））

Ⅲ．アジア展開における国家戦略プロジェクト
（６．パッケージ型インフラ海外展開）
（７．法人実効税率引下げとアジア拠点化の推進等）
（８．グローバル人材の育成と高度人材等の受入れ拡大）
（９．知的財産・標準化戦略とクール・ジャパンの海外展開）
（10．アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）の構築を通じた経済連携戦略）

Ⅳ．観光立国・地域活性化における国家戦略プロジェクト
（11．「総合特区制度」の創設と徹底したオープンスカイの推進等）
（12．「訪日外国人3,000万人プログラム」と「休暇取得の分散化」）
（13．中古住宅・リフォーム市場の倍増等）
（14．公共施設の民間開放と民間資金活用事業の推進）

Ⅴ．科学・技術・情報通信立国における国家戦略プロジェクト
（15．「リーディング大学院」構想等による国際競争力強化と人材育成）
（16．情報通信技術の利活用の促進）
（17．研究開発投資の充実）

Ⅵ．雇用・人材分野における国家戦略プロジェクト
（18．幼保一体化等）
（19．「キャリア段位制度」とパーソナル・サポート制度の導入）
（20．新しい公共）

Ⅶ．金融分野における国家戦略プロジェクト
（21．総合的な取引所（証券・金融・商品）の創設を推進）

第４章 新しい成長と政策実現の確保

（別表）「成長戦略実行計画（工程表）」



第３章 ７つの戦略分野の基本方針と目標とする成果

強みを活かす成長分野

（１）グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略

（２）ライフ・イノベーションによる健康大国戦略

「新成長戦略～「元気な日本」復活のシナリオ～」 （平成22年６月18日閣議決定） 住宅関連部分抜粋

（バリアフリー住宅の供給促進）

今後、一人暮らしや介護を必要とする高齢者の増加が見込まれており、
高齢者が居住する住宅内での安全な移動の確保や転倒防止、介助者の
負担軽減等のため、手すりの設置や屋内の段差解消等、住宅のバリアフ
リー化の促進が急務である。このため、バリアフリー性能が優れた住宅
取得や、バリアフリー改修促進のための支援を充実するとともに、民間事
業者等による高齢者向けのバリアフリー化された賃貸住宅の供給促進
等に重点的に取り組む。

（快適性・生活の質の向上によるライフスタイルの変革）
エコ住宅の普及、再生可能エネルギーの利用拡大や、ヒートポンプの

普及拡大、LED や有機EL などの次世代照明の100％化の実現などによ
り、住宅・オフィス等のゼロエミッション化を推進する。これはまた、居住
空間の快適性・生活の質を高めることにも直結し、人々のライフスタイル
を自発的に低炭素型へと転換させる大きなきっかけとなる。（略）

（４）観光立国・地域活性化戦略

～ストック重視の住宅政策への転換～

（住宅投資の活性化）
住宅投資の効果は、住宅関連産業が多岐にわたり、家具などの耐久消

費財への消費などその裾野が広いことから、内需主導の経済成長を実
現するためには、今後とも住宅投資の促進は重要な課題である。

このため、1,400 兆円の個人金融資産の活用など住宅投資の拡大に向
けた資金循環の形成を図るとともに、住宅金融・住宅税制の拡充等によ
る省エネ住宅の普及など質の高い住宅の供給の拡大を図る。

（中古住宅の流通市場、リフォーム市場等の環境整備）
また、「住宅を作っては壊す」社会から「良いものを作って、きちんと手入

れして、長く大切に使う」という観点に立ち、1,000 兆円の住宅・土地等実物
資産の有効利用を図る必要がある。このため、数世代にわたり利用できる
長期優良住宅の建設、適切な維持管理、流通に至るシステムを構築する
とともに、消費者が安心して適切なリフォームを行える市場環境の整備を
図る。また、急増する高齢者向けの生活支援サービス、医療・福祉サービ
スと一体となった住宅の供給を拡大するとともに、リバースモーゲージの拡
充・活用促進などによる高齢者の資産の有効利用を図る。さらに、地域材
等を利用した住宅・建築物の供給促進を図る。

これらを通じて、2020 年までに、中古住宅流通市場やリフォーム市場の
規模を倍増させるとともに、良質な住宅ストックの形成を図る。

（住宅・建築物の耐震改修の促進）
現在、我が国の既存住宅ストック約4,950 万戸のうち、約21％に当たる

1,050 万戸が耐震性不十分と言われている。2036 年までに70％の確率
で首都直下地震が起こると言われており、阪神・淡路大震災の被害を考
えれば、尊い人命が住宅等の全壊・半壊による危機にさらされているの
が現状である。

このため、住宅等の耐震化を徹底することにより、2020 年までに耐震
性が不十分な住宅の割合を５％に下げ、安全・安心な住宅ストックの形
成を図る。



ⅠⅠ 環境・エネルギー大国戦略環境・エネルギー大国戦略

早期実施事項
（2010年度に実施する事項）

2011年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

2020年までに
実現すべき成果目標

50兆円超の環境関連
新規市場

140万人の環境分野の
新規雇用

・再生可能エネルギーの国内一
次エネルギー供給に占める比率
を１０％に

・ZEH（ﾈｯﾄｾﾞﾛｴﾈﾙｷﾞｰ/ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮ
ﾝ ﾊｳｽ）を標準的な新築住宅とし、
既築住宅の省ｴﾈﾘﾌｫｰﾑを現在の
2倍程度まで増加させる、新築公
共建築物等でZEB（ﾈｯﾄｾﾞﾛｴﾈﾙ
ｷﾞｰ/ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ ﾋﾞﾙ）を実現する

・LED（発光ダイオード）や有機EL
（エレクトロルミネセンス）など高
効率次世代照明を、フローで
100％普及させる

・家庭用高効率給湯器を、単身世
帯を除くほぼ全世帯相当に普及
させる

１．低炭素化の推進

基
本
施
策

業
務
・家
庭

国内排出量取引制度の創設

地球温暖化対策のための税の導入

再生可能エネルギーの普及拡大・産業化（全量買取方式の固定価格買取制度の導入、規制の見直し
（発電設備の立地に係る規制等））

太陽光、風力（陸上・洋上）、小水力、地熱、太陽熱、バイオマス等の再生可能エ
ネルギーの導入目標の設定、 ロードマップの策定

「環境未来都市」構想
（環境未来都市整備促進法（仮称）の
検討）

定期的なトップランナー基準の強化、対象品目の拡大

都市鉱山のリサイクル等の循環型社会づくりの推進のための規制・制度改革や技術開発支援等の総合的施策の推進

エネルギー消費量や温室効果ガス排出量の「見える化」に関する仕組みの構築、各家庭に対してCO２削減のための
具体的アドバイスを行う「環境コンシェルジュ」の育成

エコ家電等の省エネ製品やエコ住宅の普及促進のための措置

国内クレジットやオフセット・クレジットの拡充・支援による中小企業等の低炭素投資促進（ヒートポンプ・コジェネ等の導入）

「緑の都市化」と都市・地域構造の低炭素化等に向けた制度の構築、取組の推進

住宅・建築物のネット・ゼロ・エネルギー/ゼロエミッション化に向けた、省エネ基準適合の段階
的義務化、省エネ基準の見直し、達成率向上に向けた執行強化、既存住宅・建築物の省エネ
化促進、省エネ性能を評価するラベリング制度の構築等の実施

省エネ基準の適合義務化につ
いて、対象、時期等の検討

・新法に基づく集中投資事業の成功事例を活用した国内外への展開の促進
・各省の関連予算の集約、執行の一元化
・規制改革、税制のグリーン化、金融手法等の特例の検討・実施

スマートグリッドの導入、情報通信技術の利活用、熱等のエネルギーの面的利用等環境負荷低減事業の推進

※コジェネ：熱電併給

低炭素都市づくりガイドラ
イン等の策定・普及

（別表）「成長戦略実行計画（工程表）」（別表）「成長戦略実行計画（工程表）」
住宅関連部分抜粋（赤字部分）

・ZEH（ﾈｯﾄｾﾞﾛｴﾈﾙｷﾞｰ/ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮ
ﾝ ﾊｳｽ）を標準的な新築住宅とし、
既築住宅の省ｴﾈﾘﾌｫｰﾑを現在の
2倍程度まで増加させる、新築公
共建築物等でZEB（ﾈｯﾄｾﾞﾛｴﾈﾙ
ｷﾞｰ/ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝ ﾋﾞﾙ）を実現する



（別表）「成長戦略実行計画（工程表）」（別表）「成長戦略実行計画（工程表）」

早期実施事項
（2010年度に実施する事項）

2011年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

2020年までに
実現すべき成果目標

医療の市場規模
59兆円

介護の市場規模
19兆円

新規雇用 201万人

平均在院日数（19日）の
縮減＝国民のQOL向上、

職場・家庭への早期復帰
実現

医療・介護分野のセーフ
ティネット充実による将来
不安の緩和により、「貯蓄
から消費へ」の拡大

１．医療・介護サービスの基盤強化、高齢者の安心な暮らしの実現

介護サービス提供体制（マンパワーを含
む。）に関する今後の需要予測を踏まえ
たグランドデザインの策定

公的保険サービスを補完し、利用者の多様なニーズに応える介護保険外サービスの利用促
進策（地域における提供促進体制の構築強化を含む。）の検討・実施

介護基盤の整備（2009～11年度末までの
合計で16万床整備）

PPP（官民連携）による公共賃貸住宅団
地への医療・福祉施設導入

民間事業者等によるサービス付き 高齢
者賃貸住宅の供給支援

民間事業者等によるサービス付き高齢者賃貸
住宅の制度化に関する法律の改正

グランドデザインの進捗評価と見直し

・４疾病５事業の医療連携体制の構築強化
・国民に対する「病院機能の見える化」強化

遠隔医療の適切な普及のための現行規
制の解釈・要件明確化（2010年度措置、
以後継続的に検討・措置）

・ニーズを踏まえた遠隔医療の拡大に向けた法令等の見直し
・診療報酬の活用その他のインセンティブについて検討・結論

（いずれも2012年度までに）

・看護師、薬剤師、介護職員等、既存の
医療・介護関連職種の活用促進・役割
拡大
・医療クラーク等の大幅な導入促進

24時間地域巡回型訪問サービス、レスパイト
ケア（家族の介護負担軽減）拡充の本格実施

・グランドデザインの進捗評価と見直し
・地域包括ケア推進の法体系等の整備

（2012年度）

急性期医療の機能強化による平均在院日数の
縮減

・特別養護老人ホームへの社会 医療
法人の参入（結論）、公益性 等を踏ま
えた運営主体規制の見直し（検討開始）
・いわゆる施設サービス等の供給 総量
に係る参酌標準の撤廃

※４疾病：がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病
５事業：救急、災害時、へき地、周産期、小児医療

情報通信技術の活用等の効果を踏まえた
効率的事業運営や人的資源有効活用を促
す規制改革の検討・結論 ：
訪問介護事業所におけるサービス提供責
任者配置基準 等

医療提供体制（マンパワーを含む。）に
関する今後の需要予測を踏まえたグラ
ンドデザインの策定

※診療報酬・介護報酬の同時改定（2012年度）
新たな医療計画の策定（2012年度）

※新たな介護保険事業計画の策定(2011年度）

定期借地権を活用した介護施設等への未利用国有地の貸付等（2010年度運用開始）

ⅡⅡ 健康大国戦略健康大国戦略

住宅関連部分抜粋（赤字部分）

OECD平均並み実働医師数の確保



早期実施事項
（2010年度に実施する事項）

2011年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

2020年までに
実現すべき成果目標

中古住宅流通市場・
リフォーム市場の
規模倍増

中古住宅市場
４兆円→８兆円

リフォーム市場
６兆円→12兆円

１．ストック重視の住宅政策

２．国全体の防災性向上 成長の基盤となる、建築
物の安全性、企業活動の
安定性の確保

耐震性不十分住宅：21％→５％
大企業ＢＣＰ策定率：ほぼ全て
中堅企業ＢＣＰ策定率：50％

マンション管理適正化のためのルールの
策定

老朽マンションの改修に係る決議要件
の適用関係の整理、管理適正化の推進
等マンションストック再生のための環境
整備

リバース・モーゲージの活用促進

住宅・建築物の耐震診断、耐震改
修・更新の促進

住宅・建築物の耐震診断、耐震改修・更
新の促進に係る取組の強化

リバース・モーゲージの拡充等の検討

（１）ストック重視の住宅政策への転換に必要なトータルプランに基づく市場環境の整備、規制緩和等の実施

中古・リフォーム市場整備のための
総合的プラン策定、実施

（２）「作っては壊す」社会からの転換を図るための質の高い新築住宅の供給促進

ストック重視の住宅政策への転換を図るた
めの「住生活基本計画」見直し実施

（３）内需主導の経済成長を実現するための住宅・不動産市場の活性化の促進

建築基準法の改正

ストック重視へ向けた既存不適格等に係る
住宅・建築関連制度の見直し

建物検査、住宅履歴情報、保険制度等
の普及促進策の検討

建築確認の迅速化等市場活性化のため
の建築基準法の見直しの検討

・建物検査・住宅履歴情報の徹底した普及、
中古住宅価額査定・情報提供の仕組み整備、
既存不適格等に係る住宅・建築関連制度の見直し等

・省エネ、耐震、バリアフリー性等 に優
れた住宅の普及促進

・長期優良住宅の共同住宅に係 る基
準の見直し

老朽マンションの建替え・改修の促進策の
実施

ⅣⅣ 観光・地域活性化戦略観光・地域活性化戦略 ～ストック重視の住宅政策への転換～～ストック重視の住宅政策への転換～

（別表）「成長戦略実行計画（工程表）」（別表）「成長戦略実行計画（工程表）」
住宅関連部分抜粋（赤字部分）

企業における事業継続計画（ＢＣＰ）の策
定促進のための策定事例の収集・情報提
供等の実施

事業継続ガイドラインの充実、企業との
連携による総合的訓練の実施等による
事業継続計画の実効性向上



早期実施事項
（2010年度に実施する事項）

2011年度に
実施すべき事項

2013年度までに
実施すべき事項

2020年までに
実現すべき成果目標

20歳～34歳の就業率：77％
若者ﾌﾘｰﾀｰ124万人（ﾋﾟｰｸ時：217万人）

地域若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝ事業による
ニートの就職等進路決定者数：１０万人

＊

障がい者の実雇用率：1.8％
国における障がい者施設等へ
の発注拡大：8億円 ＊

25歳～44歳の女性就業率：73%

第1子出産前後の女性の継続就
業率：55%

男性の育児休業取得率：

13% ＊

６０歳～64歳の就業率：63%
＊

１．若者の就労促進

２．女性の就労促進 （※保育・子育て関係施策は後掲）

３．高齢者の就労促進

４．障がい者の就労促進

・「フリーター等正規雇用化プラン」の推進
・地域若者サポートステーション事業の拠点の整備、機能の充実

・改正育児･介護休業法の施行
・マザーズハローワーク事業の推進

定年の引上げ、継続雇用制度の導
入等の推進

検討結果を踏まえ、６５歳まで希望者全
員の雇用が確保されるよう、所要の措置

20～64歳の就業率 80％
15歳以上の就業率 57% ＊

《全体の就業率》

５．「セーフティ・ネットワーク」の整備

・雇用保険の適用拡大の着実な実施
・求職者支援制度の創設に向けた検討

生活保障とともに、失業をリス
クに終わらせることなく、新たな
職業能力や技術を身につける
チャンスに変える社会の実現

・ 「居住の権利」を支え、就労・自立を支える「居住セーフティネット」の検討・整備
・自治体が居住地不定者の集中に対する懸念なく自立支援に取り組める仕組みの検討・具体化

・障害者権利条約批准に向けた障害者雇用促進法の見直しの検討
・国等における障がい者就労施設等に対する発注拡大に努める
・在宅就業者等を含む障がい者の雇用・就業の促進に向けたスキル・アップ施策の拡充

・仕事と家庭の両立を実現するための企業等に対する支援（ベストプラクティスの普及等）の
実施
・マザーズハローワーク事業の実績を踏まえた拠点・人員の見直し

・検討結果を踏まえた求職者支援制度の
創設
・雇用保険について、安定財源を確保した
上で、国庫負担割合の原則復帰

パーソナル・サポート（個別支援）のモデル・プロジェクトの実施と制度化に向けた検討

65歳まで希望者全員の雇用が確保される
よう、施策の在り方について検討

制度的な枠組みの構築

（別表）「成長戦略実行計画（工程表）」（別表）「成長戦略実行計画（工程表）」

ⅥⅥ 雇用・人材戦略雇用・人材戦略 ～「出番」と「居場所」のある国・日本～～「出番」と「居場所」のある国・日本～ ①①

住宅関連部分抜粋（赤字部分）


